
            
 

 

 

 

 

 

長崎県の雇用失業情勢（令和６年度分）について 

 

 

 

 

 

 

 
１ 有効求人倍率は、前年度比４年振りの低下 
 
  令和６年度平均の有効求人倍率は 1.18 倍となり、前年度を 0.03ポイント下回った。 
  ○年間有効求人数は 315,748 人で、前年度比 3.6％減少し、月平均 26,312人。 
  ○年間有効求職者数は 267,516 人で、前年度比 0.9％減少し、月平均 22,293 人。 
 
 
２ 新規求人倍率は、前年度比４年振りの低下 
 

令和６年度平均の新規求人倍率は 1.84 倍となり、前年度を 0.02ポイント下回った。 
 
 
３ 新規求人数は、前年度比で２年連続の減少 
 
  年間新規求人数は 110,804人で、前年度比 3.9％減少し、月平均 9,234 人。 

主な産業別については、下表のとおり 
 

主な産業 新規求人数 前年度比 

建設業 １０，６０５人 ▲２．３％ 

製造業 ９，７２２人 ▲４．６％ 

運輸業・郵便業 ５，６２３人 ５．７％ 

卸売業・小売業 １２，５３６人 ▲１３．４％ 

宿泊業・飲食サービス業 ６，１５２人 ▲９．０％ 

生活関連サービス業・娯楽業 ３，８３８人  ▲１．１％ 

医療・福祉 ３７，３２８人 ▲２．５％ 

その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等） １１，０１９人 ▲９．５％ 
 
 
４ 新規求職者数は、前年度比で３年連続の減少 
 
  年間新規求職者数は、60,275 人で、前年度比 2.5％減少し、月平均 5,023人。 

長崎労働局職業安定部 

 職業安定課長     山口 大治 

 地方労働市場情報官  福見 千隆 

 電話 ０９５－８０１－００４０ 

 

○令和６年度平均の有効求人倍率は１．１８倍で、前年度と比べて０．０３ポイント低下(↓) 

○令和６年度平均の新規求人倍率は１．８４倍で、前年度と比べて０．０２ポイント低下(↓) 
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年度別 有効求人倍率及び新規求人倍率の推移（原数値）

全国 長崎労働局 全国 長崎労働局

1963 S38 0.73 0.31 1.04 0.56

1964 39 0.79 0.41 1.08 0.58

1965 40 0.61 0.35 0.86 0.55

1966 41 0.81 0.39 1.12 0.68

1967 42 1.05 0.51 1.36 0.83

1968 43 1.14 0.53 1.38 0.82

1969 44 1.37 0.59 1.62 0.91

1970 45 1.35 0.64 1.52 0.92

1971 46 1.06 0.64 1.27 0.94

1972 47 1.30 0.74 1.70 1.23

1973 48 1.74 1.09 2.07 1.57

1974 49 0.98 0.76 1.18 1.12

1975 50 0.59 0.39 0.98 0.80

1976 51 0.64 0.44 0.97 0.87

1977 52 0.54 0.46 0.83 0.83

1978 53 0.59 0.39 0.96 0.84

1979 54 0.74 0.55 1.13 1.14

1980 55 0.73 0.57 1.02 1.01

1981 56 0.67 0.54 0.93 0.97

1982 57 0.60 0.49 0.87 0.92

1983 58 0.61 0.47 0.92 0.91

1984 59 0.66 0.43 0.97 0.83

1985 60 0.67 0.43 0.95 0.80

1986 61 0.62 0.43 0.91 0.81

1987 62 0.76 0.56 1.20 1.07

1988 63 1.08 0.77 1.63 1.27

1989 H1 1.30 0.95 1.93 1.43

1990 2 1.43 1.15 2.11 1.69

1991 3 1.34 1.21 1.95 1.74

1992 4 1.00 1.06 1.49 1.54

1993 5 0.71 0.74 1.13 1.17

1994 6 0.64 0.63 1.07 1.06

1995 7 0.64 0.62 1.09 1.04

1996 8 0.72 0.69 1.22 1.11

1997 9 0.69 0.59 1.13 0.97

1998 10 0.50 0.41 0.89 0.75

1999 11 0.49 0.38 0.90 0.71

2000 12 0.62 0.43 1.08 0.78

2001 13 0.56 0.42 0.96 0.75

2002 14 0.56 0.43 0.96 0.78

2003 15 0.69 0.50 1.12 0.86

2004 16 0.86 0.53 1.35 0.90

2005 17 0.98 0.58 1.49 0.95

2006 18 1.06 0.60 1.56 0.96

2007 19 1.02 0.61 1.47 0.93

2008 20 0.77 0.53 1.08 0.83

2009 21 0.45 0.41 0.79 0.70

2010 22 0.56 0.49 0.93 0.81

2011 23 0.68 0.60 1.11 0.98

2012 24 0.82 0.65 1.32 1.07

2013 25 0.97 0.75 1.53 1.16

2014 26 1.11 0.87 1.69 1.29

2015 27 1.23 1.01 1.86 1.46

2016 28 1.39 1.14 2.08 1.60

2017 29 1.54 1.20 2.29 1.68

2018 30 1.62 1.25 2.42 1.75

2019 R1 1.55 1.18 2.35 1.65

2020 2 1.10 0.95 1.90 1.53

2021 3 1.16 1.10 2.08 1.69

2022 4 1.31 1.20 2.30 1.81

2023 5 1.29 1.21 2.28 1.86

2024 6 1.25 1.18 2.26 1.84

新規求人倍率
西暦 和暦

有効求人倍率
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

全国 1.69 1.86 2.08 2.29 2.42 2.35 1.90 2.08 2.30 2.28 2.26
長崎 1.29 1.46 1.60 1.68 1.75 1.65 1.53 1.69 1.81 1.86 1.84
全国 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.55 1.10 1.16 1.31 1.29 1.25
長崎 0.87 1.01 1.14 1.20 1.25 1.18 0.95 1.10 1.20 1.21 1.18

新規

有効

求人倍率

長崎県の雇用失業情勢（令和６年度分）
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長崎県の雇用失業情勢（令和７年４月分）について 

 
 
 
 
 
 
 
 
１ 有効求人倍率は、43か月連続で 1.1倍以上 
  令和 7年 4月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.14倍となり、前月と同水準。 

① 月間有効求人数（季節調整値）は 25,254人で、前月比 1.5％減少。 
② 月間有効求職者数（同）は 22,199人で、前月比 1.2％減少。 

 
２ 新規求人倍率は、56か月連続 1.5倍以上 

令和 7年 4月の新規求人倍率（季節調整値）は 1.79倍となり、前月から 0.07ポイント上回った。 
① 新規求人数（季節調整値）は 9,003人で、前月比 3.2％増加。 
② 新規求職者数（同）は 5,038人で、前月比 0.4％減少。 

 
３ 新規求人数（原数値）は、前年同月比 3か月連続の減少 

① 新規求人数（原数値）は 9,198人で、前年同月比 1.1％減少。 
② 雇用形態別では、フルタイム求人が 0.7％増加、パートタイム求人が 4.1％減少。 

主な産業 新規求人数 前年同月比 ポイント 

建設業 ７６７人 ▲１２．１％ ２か月連続の減少 
製造業 ７４４人 ▲１５．２％ ６か月連続の減少 

運輸業・郵便業 ４２６人 ０．９％ ２か月振りの増加 

卸売業・小売業 １，１３３人  ０．４％ ３か月振りの増加 

宿泊業・飲食サービス業 ５５１人 ▲２３．８％ ３か月連続の減少 

生活関連サービス業・娯楽業 ２６８人 ▲３９．６％ ４か月連続の減少 

医療・福祉 ３，１３７人 ２．７％ ３か月振りの増加 

その他のサービス業 
（労働者派遣業、警備業等） 

１，０５２人 ２７．１％ ３か月振りの増加 

 
４ 新規求職者数（原数値）は、前年同月比 4か月連続の減少 
  新規求職者数（原数値）は 7,106人で、前年同月比 1.6％減少。 

① 雇用形態別では、フルタイム求職者（同）が 5.2％減少、パート求職者（同）は 2.7％増加。 
② 男女別（同）では、男性が 0.7％減少、女性が 2.4％減少。 
③ 新規常用求職者の求職時の状況（同）では、離職者が 1.2％減少、在職者が 6.9％減少、無業者が

8.7％増加。 
 
５ 正社員の有効求人倍率（原数値）は 1.01倍となり、前年同月比 0.01ポイント下回った。 
 
６ 安定所別有効求人倍率（原数値）は、西海所の 1.45倍が最も高く、江迎所の 0.82倍が最も低い。 

令和７年５月３０日（金） 長崎労働局職業安定部 

 職業安定課長     山口 大治 

 地方労働市場情報官  福見 千隆 

 電話 ０９５－８０１－００４０ 

１ 令和７年４月の有効求人倍率（受理地別）は１．１４倍で、前月と同水準。（→） 

２ 令和７年４月の新規求人倍率（受理地別）は１．７９倍で、前月から０．０７ポイント上昇（↑） 

３ 現下の雇用失業情勢は、求人が求職を上回る中で、求人の持ち直しの動きが続いているが、物価上昇

等が今後の雇用に与える影響を注視する必要がある。（→） 
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　要因：長　崎管轄の生活関連サービス業、娯楽業からの求人が減少
　　　　佐世保管轄の娯楽業からの求人が減少
　　　　五　島管轄の生活関連サービス業、娯楽業からの求人が減少

建設業（12.1％減）は、2か月連続の減少

新規求人の動向（令和７年４月分）

【新規求人（原数値）が前年同月比で減少している主な産業と要因】

運輸業・郵便業（0.9％増）は、2か月振りの増加

【新規求人（原数値）が前年同月比で増加している主な産業と要因】

　要因：佐世保管轄の建設業からの求人が減少
　　　　島　原管轄の建設業からの求人が減少
　　　　五　島管轄の建設業からの求人が減少

卸売業・小売業（0.4％増）は、3か月振りの増加

　
  要因：大　村管轄の道路貨物運送業からの求人が増加

製造業（15.2％減）は、6か月連続の減少

　要因：長　崎管轄の金属製品製造業からの求人が減少
　　　　諫　早管轄の繊維製造業からの求人が減少
　　　　大　村管轄の窯業・土石製品、生産用機械器具製造業からの求人が減少
　　　　島　原管轄の繊維製造業からの求人が減少

　要因：長　崎管轄の卸売業からの求人が増加

宿泊業・飲食サービス業（23.8％減）は、3か月連続の減少

　要因：長　崎管轄の飲食サービス業からの求人が減少
　　　　佐世保管轄の飲食サービス業からの求人が減少
　　　　諫　早管轄の飲食サービス業からの求人が減少
　　　　対　馬管轄の飲食サービス業からの求人が減少

　要因：長　崎管轄の医療業、社会福祉・介護事業からの求人が増加
　　　　西　海管轄の医療業、社会福祉・介護事業からの求人が増加
　　　　諫　早管轄の医療業からの求人が増加

その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等）（27.1％増）は、3か月振りの増加

　要因：長　崎管轄のその他の事業サービス業からの求人が増加
　　　　佐世保管轄のその他の事業サービス業からの求人が増加
　　　　諫　早管轄の労働者派遣業からの求人が増加
　　　　大　村管轄の廃棄物処理業からの求人が増加

医療・福祉（2.7％増）は、3か月振りの増加

生活関連サービス業・娯楽業（39.6％減）は、4か月連続の減少
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6年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7年1月 2月 3月 7年4月

全国 2.21 2.20 2.25 2.24 2.30 2.20 2.25 2.25 2.27 2.32 2.30 2.32 2.24
長崎 1.81 1.81 1.82 1.85 2.02 1.74 1.88 1.79 1.73 2.00 1.83 1.72 1.79
全国 1.26 1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24 1.26 1.26
長崎 1.20 1.19 1.19 1.18 1.20 1.19 1.19 1.18 1.19 1.18 1.13 1.14 1.14

繰越分

②

①

求人倍率

※ 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和6年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。

長崎県の雇用失業情勢　（令和7年4月分）
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551  
268  

3,137  

1,052  

0

1000

2000

3000

4000

D 建設業 Ｅ 製造業 H 運輸業・郵便業 Ｉ 卸売・小売業 Ｍ 宿泊・飲食業 N 生活関連サービス業・

娯楽業 

Ｐ 医療，福祉 Ｒ その他のサービス業 

主要産業別新規求人数の推移（対前年同月） 

6年4月 7年4月 

0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
1.40
1.60

安定所別有効求人倍率（原数値）の推移（対前年同月） 

6.4 7.4

長崎県 長　崎 西　海 佐世保 諫　早 大　村 島　原 江　迎 五　島 対　馬 壱　岐
6年4月 1.12 1.03 1.15 1.38 1.14 0.98 1.17 1.04 1.07 1.24 1.01
7年4月 1.07 1.02 1.45 1.21 1.12 0.87 1.11 0.82 1.08 1.32 1.19
前年同月差 ▲ 0.05 ▲ 0.01 0.30 ▲ 0.17 ▲ 0.02 ▲ 0.11 ▲ 0.06 ▲ 0.22 0.01 0.08 0.18
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年　月　 7年 7年 6年

　項　目 4月 3月 4月

 1　月間有効求職者数 （人） 24,168 23,199 24,207 2ヶ月振りに前年比 減

　　季節調整値 22,199 22,464 22,298 * ▲1.2

 2　新規求職申込件数 （人） 7,106 5,368 7,224 4ヶ月連続で前年比 減

　　季節調整値 5,038 5,058 5,148 * ▲0.4

 3　月間有効求人数 （人） 25,762 27,162 27,097 18ヶ月連続で前年比 減

　　季節調整値 25,254 25,629 26,699 * ▲1.5

 4　新規求人数 （人） 9,198 8,809 9,303 3ヶ月連続で前年比 減

　　季節調整値 9,003 8,724 9,330 * 3.2

 5　紹介件数 （件） 4,782 5,436 5,190 4ヶ月連続で前年比 減

 6　就職件数 （件） 1,940 2,566 2,120 2ヶ月振りに前年比 減

 7　充足数 （件） 1,896 2,545 2,036 2ヶ月振りに前年比 減

 8　有効求人倍率（3/1）（倍） 1.07 1.17 1.12

　　季節調整値 1.14 1.14 1.20 * 0.00

 9　新規求人倍率（4/2）（倍） 1.29 1.64 1.29

　　季節調整値 1.79 1.72 1.81 * 0.07

10　就職率（6/2×100） （％） 27.3 47.8 29.3

11　充足率（7/4×100） （％） 20.6 28.9 21.9

 1　月間有効求職者数 （人） 13,469 13,301 13,895

 2　新規求職申込件数 （人） 3,742 3,166 3,947

 3　月間有効求人数 （人） 16,580 17,045 17,215

 4　新規求人数 （人） 5,865 5,525 5,827

 5　紹介件数 （件） 2,674 2,953 2,995

 6　就職件数 （件） 978 1,227 1,136

 7　充足数 （件） 962 1,215 1,097

 8　有効求人倍率（3/1）（倍） 1.23 1.28 1.24

 9　新規求人倍率（4/2）（倍） 1.57 1.75 1.48

10　就職率（6/2×100） （％） 26.1 38.8 28.8

 1　月間有効求職者数 （人） 10,699 9,898 10,312

 2　新規求職申込件数 （人） 3,364 2,202 3,277

 3　月間有効求人数 （人） 9,182 10,117 9,882

 4　新規求人数 （人） 3,333 3,284 3,476

 5　紹介件数 （件） 2,108 2,483 2,195

 6　就職件数 （件） 962 1,339 984

 7　充足数 （件） 934 1,330 939

 8　有効求人倍率（3/1）（倍） 0.86 1.02 0.96

 9　新規求人倍率（4/2）（倍） 0.99 1.49 1.06

10　就職率（6/2×100） （％） 28.6 60.8 30.0 ▲1.4

▲4.1

▲4.0

▲2.2

▲0.5

▲0.10

▲0.07

▲0.01

0.09

▲2.7

3.8

2.7

▲7.1

▲0.05

0.00

▲2.0

▲1.3

▲5.2

▲3.1

前年同月比

*前月比

▲0.2

▲1.6

▲4.9

▲1.1

▲7.9

パ
ー

ト
を
除
く
全
数

パ
ー

ト
タ
イ
ム
全
数

※ 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和6年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。

※ ▲はマイナス。

▲3.7

0.7

▲10.7

▲13.9

▲12.3

参考事項

全
　
数 ▲8.5

▲6.9

労働市場の動向　令和7年4月分 長崎労働局職業安定部職業安定課

本月の有効求人倍率（季節調整値）は１．１４倍で、８ヶ月連続で１．１倍台となった。本月の有効求人倍率（季節調整値）は１．１４倍で、４３か月連続で１．１倍台となった。  
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パートを含む常用

年　月　 7年 7年 6年

　項　目 4月 3月 4月

　　離職者 （人） 5,061 2,880 5,123

　　　うち事業主都合 （人） 1,328 555 1,334

　　　うち自己都合 （人） 3,306 2,154 3,418

　　在職者 （人） 1,380 1,878 1,482

　　無業者 （人） 634 574 583

 1　月間有効求職者数 （人） 7,514 7,148 7,961 11ヶ月連続で前年比 減

 2　新規求職申込件数 （人） 1,722 1,023 2,098

 3　紹介件数 （件） 1,049 1,128 1,069

 4　就職件数 （件） 472 627 517

 5　就職率（4/2×100） （％） 27.4 61.3 24.6

 1　月間有効求職者数 （人） 9,899 9,044 9,452

 2　新規求職申込件数 （人） 3,280 2,174 3,164

 3　月間有効求人数 （人） 4,595 4,753 4,779

 4　紹介件数 （件） 1,664 1,947 1,669

 5　就職件数 （件） 640 857 603

 6　有効求人倍率（3/1）（倍） 0.46 0.53 0.51

 7　就職率（5/2×100） （％） 19.5 39.4 19.1

 1　月間有効求職者数 （人） 5,579 5,416 6,046

 2　新規求職申込件数 （人） 1,533 1,268 1,696

 3　月間有効求人数 （人） 10,098 10,480 10,605

 4　就職件数 （件） 422 495 544

 5　有効求人倍率（3/1）（倍） 1.81 1.94 1.75

 6　就職率（4/2×100） （％） 27.5 39.0 32.1

　　適用事業所数 （件） 24,698 24,706 24,939

　　被保険者数 （人） 350,775 354,444 354,279 62ヶ月連続で前年比 減

　　資格取得件数 （件） 7,209 3,441 7,900

　　資格喪失件数 （件） 10,724 4,061 11,581

　　　うち事業主都合 （件） 831 370 750

　　受給資格決定件数 （件） 2,061 1,261 2,526

　　受給者実人員 （人） 4,600 4,336 4,792

全国の状況

年　月　 7年 7年 6年

　項　目 4月 3月 4月

 7　有効求人倍率 （倍） 1.18 1.29 1.18

　　季節調整値 1.26 1.26 1.26 * 0.00

 8　新規求人倍率 （倍） 1.64 2.13 1.58

　　季節調整値 2.24 2.32 2.21 * ▲0.08

（注）長崎県の数値は平成17年10月「国勢調査」より抜粋

前年同月比

*前月比
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▲8.7

6.1

▲0.05

▲7.7

▲1.2
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１　求人、求職及び有効求人倍率の推移

（注） １．月別の数値は季節調整値である。

２．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（Ｘ-12-ＡRIMA)による。なお、令和6年12月以前の数値は、新季節指数により改定されている。

区分

年月 季節調整値 対前月比 季節調整値 対前月比 季節調整値
対前月
増減差

季節調整値 対前月比 季節調整値 対前月比 季節調整値
対前月
増減差

令和6年 4月 22,298 ▲ 0.5 26,699 ▲ 0.5 1.20 0.00 5,148 ▲ 0.8 9,330 ▲ 4.8 1.81 ▲ 0.08

5月 22,335 0.2 26,671 ▲ 0.1 1.19 ▲ 0.01 5,169 0.4 9,368 0.4 1.81 0.00

6月 22,329 ▲ 0.0 26,580 ▲ 0.3 1.19 0.00 4,920 ▲ 4.8 8,973 ▲ 4.2 1.82 0.01

7月 22,428 0.4 26,543 ▲ 0.1 1.18 ▲ 0.01 5,045 2.5 9,321 3.9 1.85 0.03

8月 21,971 ▲ 2.0 26,337 ▲ 0.8 1.20 0.02 4,634 ▲ 8.1 9,373 0.6 2.02 0.17

9月 22,276 1.4 26,408 0.3 1.19 ▲ 0.01 5,321 14.8 9,267 ▲ 1.1 1.74 ▲ 0.28

10月 22,116 ▲ 0.7 26,427 0.1 1.19 0.00 4,958 ▲ 6.8 9,341 0.8 1.88 0.14

11月 22,392 1.2 26,367 ▲ 0.2 1.18 ▲ 0.01 4,999 0.8 8,967 ▲ 4.0 1.79 ▲ 0.09

12月 22,211 ▲ 0.8 26,348 ▲ 0.1 1.19 0.01 5,147 3.0 8,928 ▲ 0.4 1.73 ▲ 0.06

令和7年 1月 22,230 0.1 26,159 ▲ 0.7 1.18 ▲ 0.01 4,857 ▲ 5.6 9,726 8.9 2.00 0.27

2月 22,449 1.0 25,472 ▲ 2.6 1.13 ▲ 0.05 4,978 2.5 9,096 ▲ 6.5 1.83 ▲ 0.17

3月 22,464 0.1 25,629 0.6 1.14 0.01 5,058 1.6 8,724 ▲ 4.1 1.72 ▲ 0.11

4月 22,199 ▲ 1.2 25,254 ▲ 1.5 1.14 0.00 5,038 ▲ 0.4 9,003 3.2 1.79 0.07

（注）　 １．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、新季節指数により改定されている。

２．▲は減少である。

（新規学卒者を除く）

月間有効求職者数 月間有効求人数 新規求人倍率有効求人倍率 新規求職者数 新規求人数

２　一般職業紹介状況（季節調整値）
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令和7年4月 令和7年3月 令和6年4月 対前月差 対前年同月差

合            計 合            計 9,198 8,809 9,303 389 ( 4.4 ) ▲ 105 ( ▲ 1.1 )

Ａ，Ｂ農，林，漁業(01～04) 138 98 98 40 ( 40.8 ) 40 ( 40.8 )

Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業(05) 15 8 6 7 ( 87.5 ) 9 ( 150.0 )

Ｄ建設業(06～08) 767 906 873 ▲ 139 ( ▲ 15.3 ) ▲ 106 ( ▲ 12.1 )

Ｅ製造業(09～32) 744 825 877 ▲ 81 ( ▲ 9.8 ) ▲ 133 ( ▲ 15.2 )

09食料品製造業 204 216 213 ▲ 12 ( ▲ 5.6 ) ▲ 9 ( ▲ 4.2 )

11繊維工業 26 30 87 ▲ 4 ( ▲ 13.3 ) ▲ 61 ( ▲ 70.1 )

21窯業・土石製品製造業 23 43 54 ▲ 20 ( ▲ 46.5 ) ▲ 31 ( ▲ 57.4 )

24金属製品製造業 61 77 76 ▲ 16 ( ▲ 20.8 ) ▲ 15 ( ▲ 19.7 )

25はん用機械器具製造業 70 64 86 6 ( 9.4 ) ▲ 16 ( ▲ 18.6 )

28電子部品・デバイス・電子回路製造業 12 61 19 ▲ 49 ( ▲ 80.3 ) ▲ 7 ( ▲ 36.8 )

29電気機械器具製造業 29 10 15 19 ( 190.0 ) 14 ( 93.3 )

30情報通信機械器具製造業 15 12 0 3 ( 25.0 ) 15 ( - )

28,30ハードウェア製造関係 27 73 19 ▲ 46 ( ▲ 63.0 ) 8 ( 42.1 )

31輸送用機械器具製造業 235 239 233 ▲ 4 ( ▲ 1.7 ) 2 ( 0.9 )

Ｆ電気・ガス・熱供給・ 水道業     (33～36) 2 17 4 ▲ 15 ( ▲ 88.2 ) ▲ 2 ( ▲ 50.0 )

Ｇ情報通信業(37～41) 203 193 108 10 ( 5.2 ) 95 ( 88.0 )

Ｈ運輸業，郵便業(42～49) 426 409 422 17 ( 4.2 ) 4 ( 0.9 )

Ｉ卸売業，小売業(50～61) 1,133 1,004 1,128 129 ( 12.8 ) 5 ( 0.4 )

Ｊ金融業，保険業(62～67) 59 15 56 44 ( 293.3 ) 3 ( 5.4 )

Ｋ不動産業，物品賃貸業(68～70) 105 92 116 13 ( 14.1 ) ▲ 11 ( ▲ 9.5 )

Ｌ学術研究，専門・技術サービス業(71～74) 194 183 176 11 ( 6.0 ) 18 ( 10.2 )

Ｍ宿泊業，飲食サービス業(75～77) 551 356 723 195 ( 54.8 ) ▲ 172 ( ▲ 23.8 )

Ｎ生活関連サービス業，娯楽業(78～80) 268 229 444 39 ( 17.0 ) ▲ 176 ( ▲ 39.6 )

Ｏ教育，学習支援業(81，82) 171 201 163 ▲ 30 ( ▲ 14.9 ) 8 ( 4.9 )

Ｐ医療，福祉(83～85) 3,137 2,992 3,054 145 ( 4.8 ) 83 ( 2.7 )

Ｑ複合サービス事業(86，87) 82 56 90 26 ( 46.4 ) ▲ 8 ( ▲ 8.9 )

Ｒサービス業（他に分類されないもの）(88～96) 1,052 977 828 75 ( 7.7 ) 224 ( 27.1 )

Ｓ，Ｔ公務（他に分類されるものを除く）・その他(97,98,99) 151 248 137 ▲ 97 ( ▲ 39.1 ) 14 ( 10.2 )

（注）

４　正社員の有効求人倍率

産　　業

３　産業別一般新規求人状況

（新規学卒者を除く）

(対前月比)

正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数
には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

(対前年同月比)

令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分に
より表章したもの

6年 

4月 
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

7年 

1月 
2月 3月 4月 

全国 0.96 0.94 0.96 0.99 1.00 1.01 1.03 1.06 1.11 1.08 1.07 1.05 0.99

長崎県 1.02 1.03 1.05 1.07 1.09 1.09 1.11 1.13 1.17 1.15 1.11 1.06 1.01

正社員の月間有効求人数(長崎県） 14,111 13,902 13,627 13,720 13,437 13,694 13,960 13,839 13,482 13,671 13,925 14,003 13,500

月間有効求職者数(パートを除く常用)(長崎県) 13,814 13,495 12,976 12,836 12,321 12,573 12,612 12,268 11,496 11,879 12,537 13,157 13,408

0.96  
0.94  

0.96  
0.99  1.00  1.01  

1.03  
1.06  

1.11  
1.08  1.07  1.05  

0.99  
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1.07  1.09  1.09  1.11  1.13  
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1.20
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正社員有効求人倍率（原数値）の動向 

全国 長崎県 
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21 年度 0.45 0.41 0.45 0.27 0.38 0.45 0.34 0.44 0.26 0.40 0.27 0.39

22 年度 0.56 0.49 0.53 0.33 0.47 0.58 0.42 0.50 0.31 0.42 0.35 0.48

23 年度 0.68 0.60 0.61 0.44 0.62 0.75 0.53 0.61 0.43 0.47 0.40 0.51

24 年度 0.82 0.65 0.66 0.54 0.70 0.77 0.58 0.73 0.40 0.56 0.38 0.49

25 年度 0.97 0.75 0.74 0.62 0.86 0.83 0.59 0.78 0.58 0.66 0.66 0.60

26 年度 1.11 0.87 0.87 0.85 0.94 0.92 0.75 0.86 0.70 0.83 0.83 0.64

27 年度 1.23 1.01 0.97 1.01 1.17 1.16 0.88 0.93 0.79 0.83 0.94 0.79

28 年度 1.39 1.14 1.02 1.24 1.49 1.36 0.95 1.01 0.99 0.97 0.99 0.97

29 年度 1.54 1.20 1.03 1.17 1.48 1.54 1.05 1.11 1.13 1.06 1.27 1.14

30 年度 1.62 1.25 1.06 1.33 1.53 1.52 1.15 1.30 1.04 1.41 1.14 1.23

元 年度 1.55 1.18 0.98 1.30 1.54 1.35 1.15 1.20 0.94 1.43 1.09 0.98

2 年度 1.10 0.95 0.81 0.95 1.25 1.02 1.02 0.93 0.82 0.93 0.85 0.82

3 年度 1.16 1.10 0.94 1.14 1.31 1.29 1.13 1.21 0.97 1.22 1.01 1.07

4 年度 1.31 1.20 1.04 1.39 1.37 1.39 1.14 1.29 1.21 1.31 1.28 1.06

5 年度 1.29 1.21 1.12 1.39 1.46 1.27 1.08 1.21 1.11 1.21 1.33 1.13

6 年度 1.25 1.18 1.10 1.39 1.41 1.22 1.03 1.21 0.99 1.15 1.37 1.07

5年 4月 1.32 ｒ 1.24 1.24 1.17 1.02 1.43 1.45 1.29 1.01 1.17 1.22 1.20 1.14 0.98

5月 1.32 1.24 1.21 1.14 0.99 1.29 1.41 1.25 1.02 1.21 1.09 1.17 1.28 1.03

6月 1.31 1.22 1.23 1.14 1.00 1.25 1.43 1.24 1.06 1.12 1.07 1.16 1.35 1.13

7月 1.30 1.19 1.26 1.15 1.04 1.34 1.41 1.18 1.09 1.08 1.08 1.22 1.33 1.14

8月 1.30 1.23 1.28 1.20 1.13 1.35 1.42 1.24 1.10 1.10 1.05 1.10 1.42 1.24

9月 ｒ 1.30 1.23 1.29 1.21 1.15 1.30 1.43 1.28 1.05 1.14 0.97 1.26 1.40 1.21

10月 1.29 ｒ 1.22 1.31 1.23 1.15 1.39 1.39 1.32 1.12 1.20 1.09 1.21 1.41 1.07

11月 1.27 ｒ 1.20 1.32 1.25 1.18 1.44 1.44 1.28 1.10 1.28 1.12 1.31 1.48 1.04

12月 1.27 ｒ 1.20 1.37 1.31 1.25 1.53 1.53 1.31 1.13 1.36 1.20 1.28 1.43 1.20

6年 1月 1.27 1.19 1.35 1.28 1.20 1.46 1.55 1.30 1.12 1.30 1.14 1.25 1.34 1.19

2月 1.26 ｒ 1.19 1.34 1.28 1.19 1.52 1.58 1.30 1.08 1.36 1.19 1.24 1.25 1.25

3月 ｒ 1.27 ｒ 1.20 1.30 1.23 1.13 1.49 1.54 1.22 1.07 1.27 1.14 1.15 1.24 1.12

4月 1.26 ｒ 1.20 1.18 1.12 1.03 1.15 1.38 1.14 0.98 1.17 1.04 1.07 1.24 1.01

5月 ｒ 1.25 ｒ 1.19 1.14 1.12 1.03 1.22 1.38 1.14 0.98 1.11 1.01 1.02 1.28 0.95

6月 ｒ 1.24 1.19 1.16 1.11 1.01 1.15 1.41 1.12 0.98 1.17 1.01 1.02 1.33 0.93

7月 ｒ 1.25 ｒ 1.18 1.20 1.14 1.06 1.25 1.36 1.18 1.05 1.12 1.02 1.06 1.28 1.00

8月 ｒ 1.24 ｒ 1.20 1.23 1.17 1.07 1.26 1.44 1.20 1.05 1.19 1.09 1.07 1.29 0.97

9月 ｒ 1.25 ｒ 1.19 1.24 1.17 1.07 1.38 1.43 1.22 0.98 1.19 1.08 1.12 1.39 0.87

10月 1.25 ｒ 1.19 1.27 1.21 1.13 1.51 1.44 1.26 1.08 1.22 1.01 1.10 1.36 0.79

11月 1.25 ｒ 1.18 1.30 1.22 1.16 1.51 1.41 1.29 1.07 1.23 0.94 1.13 1.63 1.11

12月 1.25 1.19 1.35 1.28 1.20 1.59 1.47 1.38 1.16 1.33 0.95 1.25 1.59 1.20

7年 1月 1.26 1.18 1.34 1.26 1.20 1.56 1.43 1.30 1.05 1.30 0.95 1.52 1.53 1.33

2月 1.24 1.13 1.32 1.22 1.16 1.66 1.39 1.23 1.05 1.33 0.96 1.31 1.23 1.37

3月 1.26 1.14 1.29 1.17 1.13 1.58 1.33 1.20 0.99 1.22 0.86 1.25 1.29 1.25

7年 4月 1.26 1.14 1.18 1.07 1.02 1.45 1.21 1.12 0.87 1.11 0.82 1.08 1.32 1.19

長崎県 全 国 長崎県 長　崎 諌　早 大　村 島　原

▲ 0.06

全国・長崎県・安定所別有効求人倍率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(学卒を除きパ－トを含む）

年度等

季節調整値 原　　　　　　　　　　数　　　　　　　　　　値

全 国

0.00 ▲ 0.05 ▲ 0.01 0.30

西　海 佐世保 五　島 対　馬 壱　岐江　迎

0.08 0.18

（注）季節調整値・・１年を周期として繰り返される季節的要因による変動の影響を取り除いた数値をいう。7年１月改定。ｒは改定値

（注）令和3年9月以降の本資料の数値には、ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、ハローワークに来所せず、
　　　オンライン上で求職登録した求職者数等が含まれている。

▲ 0.17 ▲ 0.02 ▲ 0.11 ▲ 0.22 0.01
対前年同月差

＊対前月差
0.00 0.00＊ ＊ 

〔参考1〕 

8



（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）

令和7年4月　全国平均1.26倍　［原数値1.18倍］

0.99  

1.07  

1.19  

1.22  

1.23  

1.34  

1.30  

1.21  

1.19  

1.31  

1.06  

1.00  

1.79  

0.92  

1.50  

1.44  

1.66  

1.72  

1.32  

1.29  

1.43  

1.10  

1.35  

1.17  

1.02  

1.29  

1.23  

1.00  

1.19  

1.14  

1.34  

1.43  

1.49  

1.48  

1.46  

1.16  

1.53  

1.41  

1.12  

1.17  

1.28  

1.14  

1.22  

1.32  

1.27  

1.10  

0.97  

0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40 1.60 1.80 2.00

北海道 

青森 

岩手 

宮城 

秋田 

山形 

福島 

茨城 

栃木 

群馬 

埼玉 

千葉 

東京 

神奈川 

新潟 

富山 

石川 

福井 

山梨 

長野 

岐阜 

静岡 

愛知 

三重 

滋賀 

京都 

大阪 

兵庫 

奈良 

和歌山 

鳥取 

島根 

岡山 

広島 

山口 

徳島 

香川 

愛媛 

高知 

福岡 

佐賀 

長崎 

熊本 

大分 

宮崎 

鹿児島 

沖縄 

 

 1.00倍 

全国で上から35番目 
   下から12番目  

  全国平均 

 1.26倍 

〔参考2〕 
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〔参考３〕

7年4月 7年3月 6年4月

対前年同月
増減率

(％、ポイン
ト)

計 7,106 5,368 7,224 -1.6

男 2,952 2,204 2,972 -0.7
女 4,149 3,161 4,250 -2.4

計 24,168 23,199 24,207 -0.2

男 10,315 9,773 10,326 -0.1
女 13,827 13,401 13,861 -0.2

7年4月 7年3月 6年4月

対前年同月
増減率

(％、ポイン
ト)

8,686 8,294 8,847 -1.8

計 7,075 5,332 7,188 -1.6

男 2,938 2,184 2,952 -0.5
女 4,132 3,145 4,234 -2.4
計 490 414 556 -11.9
男 191 173 235 -18.7
女 298 241 320 -6.9
計 1,043 854 1,140 -8.5
男 318 323 357 -10.9
女 723 530 783 -7.7
計 1,060 891 1,149 -7.7
男 335 288 325 3.1
女 725 602 824 -12.0
計 1,202 999 1,179 2.0
男 387 321 398 -2.8
女 815 678 781 4.4
計 1,546 1,114 1,614 -4.2
男 669 468 727 -8.0
女 876 645 887 -1.2
計 1,734 1,060 1,550 11.9
男 1,038 611 910 14.1
女 695 449 639 8.8

1.23 1.56 1.23 0.00
24,183 25,067 25,320 -4.5

計 24,039 22,999 24,047 0.0

男 10,269 9,734 10,256 0.1
女 13,744 13,240 13,771 -0.2
計 1,689 1,638 1,924 -12.2
男 742 743 809 -8.3
女 944 893 1,114 -15.3
計 3,890 3,778 4,122 -5.6
男 1,391 1,384 1,525 -8.8
女 2,489 2,386 2,594 -4.0
計 4,017 4,006 4,029 -0.3
男 1,401 1,390 1,422 -1.5
女 2,612 2,611 2,603 0.3
計 4,544 4,533 4,520 0.5
男 1,668 1,641 1,655 0.8
女 2,872 2,887 2,862 0.3
計 5,588 5,377 5,501 1.6
男 2,490 2,396 2,505 -0.6
女 3,095 2,978 2,992 3.4
計 4,311 3,667 3,951 9.1
男 2,577 2,180 2,340 10.1
女 1,732 1,485 1,606 7.8

1.01 1.09 1.05 -0.04 
(注)　新規学卒を除きパートタイムを含む
 ※ 　求職申込時に性別登録がなかった者を含むため、男女計と一致しない

24歳以下

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

45～54歳

55～64歳

65歳以上

年齢別常用求人・求職(原数値)の状況

新規求人

有効求人
新規求人倍率(受理地別)

新規求職
※

年齢計

新規求職者
※

有効求職者
※

一般求職者(原数値)の内訳

有効求人倍率(受理地別)

年齢計

24歳以下

25～34歳

35～44歳

有効求職
※
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※令和６年度分（速報値）

長崎 西海 佐世保 諌早 大村 島原 江迎 五島 対馬 壱岐 計 構成率
22,543 911 11,248 8,160 6,480 3,644 2,883 2,130 1,284 992 60,275

10,357 393 5,411 3,683 3,043 1,682 1,222 910 574 441 27,716

1,460 35 471 436 511 209 170 140 81 71 3,584

40.7% 1.0% 13.1% 12.2% 14.3% 5.8% 4.7% 3.9% 2.3% 2.0% 100.0%

⑤年齢階層別 35～39歳 297 6 95 103 119 57 38 35 18 14 782 21.8%

40～44歳 340 11 114 100 110 49 33 37 21 12 827 23.1%

45～49歳 324 9 115 102 105 42 42 25 20 22 806 22.5%

50～56歳 449 9 131 127 154 57 55 42 20 23 1,067 29.8%

⑥ 57～59歳 50 0 16 4 23 4 2 1 2 0 102 2.8%

6.5% 3.8% 4.2% 5.3% 7.9% 5.7% 5.9% 6.6% 6.3% 7.2% 5.9%

中高年世代求職者データ

 ①における③の割合（％）

  ③うち支援対象者（人）

④HW別構成比（％）

各ハローワークの就職氷河期世代求職者のデータ

①新規求職申込者（人）

 ②うち35歳～59歳（人）

①　令和６年度において、長崎県内のハローワークに新規に求職申込みを行った方は約６万人。
②　①のうち、35歳～59歳の中高年世代の方は約２万８千人と①の約46％を占めている。
③　②のうち、不安定な就労状態にある等の支援対象者は約3,600人と①の約６％、②の約13％を占めている。
④　③のうち、約40％は専門窓口があるハローワーク長崎に求職申込みを行っている。
⑤　③を年齢階層別でみると、50歳～56歳が最も多く約30％を占めている。
⑥　③のうち、57歳～59歳が令和７年度から新たに支援対象者に加わる。

長崎, 40.7%

西海, 1.0%

佐世保, 13.1%

諌早, 12.2%

大村, 14.3%

島原, 5.8%

江迎, 4.7%

五島, 3.9%
対馬, 2.3%

壱岐, 2.0%

ハローワーク別の割合

297

6

95 103
119

57
38 35

18 14

340
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114
100
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33 37
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102 105

42 42
25 20 22
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長崎 西海 佐世保 諌早 大村 島原 江迎 五島 対馬 壱岐

ハローワーク別・年齢階層別の状況

35～39歳 40～44歳 45～49歳 57～59歳

21.8%

23.1%
22.5%

29.8%

2.8%

年齢階層別の割合

35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～56歳 57～59歳
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